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ワンポイント

6 2022（令和4年）

確定拠出年金の加入可能年齢の引き上げ
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6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE
21日・春分の日

国　税／5月分源泉所得税の納付 
 6月10日
国　税／所得税の予定納税額の通知 
 6月15日
国　税／ 4月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 6月30日
国　税／10月決算法人の中間申告 
 6月30日
国　税／ 7月、10月、1月決算法人の

消費税等の中間申告
（年3回の場合） 6月30日

地方税／ 個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分） 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

労　務／ 児童手当現況届
（市町村役場に提出） 6月30日

　企業の高齢者雇用の状況に応じたより柔軟な制度運営を可能と
するなどの観点から、令和4年5月より加入可能年齢が変わりました。
企業型DC（企業型確定拠出年金）は70歳未満であれば加入者とす
ることができ、またiDeCo（個人型確定拠出年金）は65歳未満にそ
れぞれ引き上げられています。



6 月号─2

　

令
和
４
年
４
月
１
日
か
ら
、
民
法

改
正
に
よ
り
成
年
年
齢
が
18
歳
に
引

き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　

今
回
は
、
成
年
年
齢
の
引
き
下
げ

と
関
連
す
る
労
働
基
準
法
等
の
規
定

及
び
未
成
年
者
の
雇
用
ル
ー
ル
を
見

て
い
き
ま
す
。

一
　
成
年
年
齢
引
き
下
げ
に
伴
う

労
働
契
約
の
留
意
点

㈠
　
労
働
基
準
法

　

労
働
基
準
法
に
お
け
る
「
未
成
年

者
」
の
規
定
に
は
次
の
よ
う
な
も
の

が
あ
り
ま
す
。
従
来
、
未
成
年
者
と

は
「
20
歳
」
未
満
の
者
を
指
し
て
い

ま
し
た
が
、
令
和
４
年
４
月
１
日
以

降
は
「
18
歳
」
未
満
の
者
と
な
り
ま

し
た
。

①　

親
権
者
又
は
後
見
人
は
、
未
成

年
者
に
代
っ
て
労
働
契
約
を
締
結

し
て
は
な
り
ま
せ
ん
（
労
働
基
準

法
58
条
１
項
）。

　
　

こ
の
規
定
に
違
反
し
た
と
き

は
、
30
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
せ

ら
れ
ま
す（
同
法
１
２
０
条
）。

　
　

従
来
は
、
18
歳
・
19
歳
の
労
働

者
と
契
約
を
結
ぶ
と
き
は
、
法
定

代
理
人
の
同
意
（
後
述
㈡
）
を
得

て
、
使
用
者
と
当
該
労
働
者
が
労

働
契
約
を
結
び
ま
し
た
が
、
成
年

年
齢
引
き
下
げ
後
は
18
歳
・
19
歳

の
者
と
の
労
働
契
約
は
、
従
来
必

要
と
さ
れ
て
い
た
同
意
を
得
ず
に

締
結
し
た
も
の
が
有
効
と
さ
れ
ま

す
。

②　

親
権
者
若
し
く
は
後
見
人
又
は

行
政
官
庁
は
、
労
働
契
約
が
未
成

年
者
に
不
利
で
あ
る
と
認
め
る
場

合
に
お
い
て
は
、
将
来
に
向
っ
て

こ
れ
を
解
除
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す（
同
法
58
条
２
項
）。

　
　

従
来
は
、
18
歳
・
19
歳
の
労
働

者
と
締
結
し
た
労
働
契
約
が
、
未

成
年
者
に
不
利
で
あ
る
と
認
め
る

と
き
は
、
親
権
者
等
に
よ
り
解
除

を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
が
、

成
年
年
齢
引
き
下
げ
後
、
18
歳
・

19
歳
の
労
働
者
は
こ
の
規
定
に
よ

る
保
護
が
行
わ
れ
な
く
な
り
ま
し

た
。

③　

未
成
年
者
は
、
独
立
し
て
賃
金

を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

親
権
者
又
は
後
見
人
は
、
未
成
年

者
の
賃
金
を
代
っ
て
受
け
取
っ
て

は
な
り
ま
せ
ん（
同
法
59
条
）。

　
　

こ
の
規
定
に
違
反
し
た
場
合

は
、
30
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
せ

ら
れ
ま
す（
同
法
１
２
０
条
）。

④　

勤
続
６
か
月
を
経
過
し
た
と
き

に
、
所
定
労
働
日
数
が
週
５
日
以

上
の
労
働
者
に
は
年
次
有
給
休
暇

を
「
10
日
」
付
与
、
職
業
訓
練
を

行
う
未
成
年
者
に
対
す
る
年
次
有

給
休
暇
は
「
12
日
」
付
与
し
ま
す

（
同
法
72
条
）。

　
　

年
次
有
給
休
暇
に
関
す
る
罰
則

は
、
未
成
年
者
以
外
の
者
に
対
す

る
罰
則
と
同
様
で
あ
り
、
年
５
日

の
年
次
有
給
休
暇
を
取
得
さ
せ
な

か
っ
た
場
合
に
30
万
円
以
下
の
罰

金
（
同
法
１
２
０
条
）
等
が
あ
り

ま
す
。

㈡
　
民
法

①　

未
成
年
者
が
法
律
行
為
を
す
る

に
は
、
そ
の
法
定
代
理
人
の
同
意

を
得
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
た

だ
し
、
単
に
権
利
を
得
、
又
は
義

務
を
免
れ
る
法
律
行
為
に
つ
い
て

は
、
こ
の
限
り
で
は
あ
り
ま
せ
ん

（
民
法
５
条
１
項
）。

　
　

な
お
、
法
定
代
理
人
は
同
意
の

み
を
行
い
、
使
用
者
と
労
働
契
約

を
結
ぶ
の
は
未
成
年
者
で
あ
る
労

働
者
本
人
で
す（
㈠
①
参
照
）。

②　

①
に
反
す
る
法
律
行
為
は
、
取

り
消
す
こ
と
が
で
き
ま
す
（
同
法

５
条
２
項
）。

㈢
　
労
働
契
約
締
結
時
の
留
意
点

　

成
年
年
齢
の
引
き
下
げ
に
よ
り
18

歳
・
19
歳
の
労
働
者
と
の
労
働
契
約

の
際
は
、
親
権
者
等
の
同
意
は
不
要

と
な
り
、
ま
た
従
来
の
よ
う
な
親
権

者
等
に
よ
る
契
約
解
除
な
ど
の
保
護

も
行
わ
れ
な
く
な
り
ま
し
た
。

　

労
働
条
件
の
書
面
明
示
（
労
働
基

準
法
に
よ
る
明
示
事
項
）
の
ほ
か
、

賃
金
の
計
算
や
支
払
い
、
働
く
時
間

や
時
間
外
労
働
の
こ
と
、
退
職
の
手

続
き
な
ど
重
要
な
事
項
に
つ
い
て
は
、

丁
寧
な
説
明
も
併
せ
て
行
い
な
が
ら
、

労
働
契
約
締
結
後
の
ト
ラ
ブ
ル
防
止

措
置
を
講
じ
て
い
く
と
よ
い
で
し
ょ

う
。

令和４年４月から
成年年齢18歳に
未成年者雇用時
の留意点



3─6月号

二
　
年
少
者
の
雇
用
ル
ー
ル

　

成
年
年
齢
引
き
下
げ
に
伴
う
変
更

点
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
改
め
て
年
少

者
（
18
歳
未
満
の
者
）
の
雇
用
ル
ー

ル
に
つ
い
て
確
認
し
て
い
き
ま
す
。

　

労
働
基
準
法
で
は
、
年
少
者
に
対

し
て
成
人
し
て
い
る
労
働
者
よ
り
手

厚
く
保
護
を
す
る
規
定
や
各
種
禁
止

事
項
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
就
学
時

間
外
や
夏
季
・
冬
季
な
ど
の
長
期
休

暇
の
際
に
高
校
生
等
を
ア
ル
バ
イ
ト

と
し
て
雇
入
れ
る
と
き
に
は
、
注
意

を
要
す
る
事
項
で
す
。

㈠
　
定
義

①　

年
少
者

　
　

労
働
基
準
法
で
は
、
18
歳
に
満

た
な
い
者
を
「
年
少
者
」
と
し
て

い
ま
す
。
成
年
年
齢
の
引
き
下
げ

に
よ
り
、「
年
少
者
」
と
「
未
成
年

者
」
の
範
囲
は
同
じ
も
の
を
指
す

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

②　

児
童

　
　

満
15
歳
に
達
し
た
日
以
後
最
初

の
３
月
31
日
が
終
了
す
る
ま
で

（
中
学
校
を
卒
業
す
る
年
度
の
年

度
末
ま
で
）の
者
を「
児
童
」と
し

て
い
ま
す
。

㈡
　
年
少
者
の
雇
用

①　

年
齢
証
明
書
等
の
備
付
け

　
　

事
業
場
に
は
、
年
少
者
の
年
齢

を
証
明
す
る
書
面
を
備
え
付
け
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
（
労
働
基
準

法
57
条
）。

　
　
「
年
齢
証
明
書
」
と
は
、
氏
名

と
生
年
月
日
を
書
面
に
記
入
し
た

も
の
を
戸
籍
事
務
取
扱
者
（
地
方

自
治
体
）
に
間
違
い
な
い
と
証
明

し
て
も
ら
う
こ
と
を
言
い
ま
す
が
、

氏
名
と
生
年
月
日
が
記
載
さ
れ
た

戸
籍
抄
本
や
住
民
票
記
載
事
項
証

明
書
で
も
差
し
支
え
な
い
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

②　

労
働
時
間
・
休
日
の
制
限

　
　

年
少
者
に
は
、
時
間
外
及
び
休

日
労
働
を
行
わ
せ
る
こ
と
は
で
き

ま
せ
ん（
同
法
60
条
）。

　
　

変
形
労
働
時
間
制
の
労
働
は
、

満
15
歳
以
上
で
満
18
歳
に
満
た
な

い
者
（
児
童
を
除
く
年
少
者
）
に

つ
い
て
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当

す
る
と
き
は
認
め
ら
れ
ま
す
が
、

該
当
し
な
い
場
合
は
行
わ
せ
る
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。

・　

１
週
40
時
間
を
超
え
な
い
範

囲
で
、
１
週
間
の
う
ち
１
日
の

労
働
時
間
を
４
時
間
以
内
に
短

縮
す
る
場
合
に
お
い
て
、
他
の

日
の
労
働
時
間
を
10
時
間
ま
で

延
長
す
る
。

・　

１
週
48
時
間
、
１
日
８
時
間

を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、

１
か
月
ま
た
は
１
年
単
位
の
変

形
労
働
時
間
制
を
適
用
す
る
。

③　

深
夜
業
の
制
限

　
　

原
則
と
し
て
、
午
後
10
時
か
ら

翌
日
午
前
５
時
ま
で
の
深
夜
時
間

帯
に
使
用
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。
た
だ
し
、
交
替
制
に
よ
っ
て

使
用
す
る
満
16
歳
以
上
の
男
性
は

こ
の
限
り
で
は
な
い
と
さ
れ
て
い

ま
す
（
例
外
と
し
て
深
夜
業
を
行

わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
）（
同
法

61
条
）。

④　

危
険
有
害
業
務
の
制
限
・
坑
内

労
働
の
禁
止

　
　

危
険
又
は
有
害
な
業
務
に
つ
い

て
は
、
就
業
を
制
限
さ
れ
て
い
ま

す（
同
法
62
条
、
63
条
）。

　
　

対
象
業
務
の
例
を
掲
げ
ま
す
。

・
重
量
物
の
取
扱
い

・
高
所
や
深
い
場
所
で
の
業
務

・
高
温
、
低
温
な
場
所
で
の
業
務

・
有
害
、
危
険
物
を
扱
う
業
務

・
酒
席
に
侍
す
る
業
務

・
坑
内
労
働　

な
ど
。

⑤　

帰
郷
旅
費

　
　

18
歳
未
満
の
者
を
解
雇
し
、
解

雇
の
日
か
ら
14
日
以
内
に
帰
郷
す

る
場
合
は
、
必
要
な
旅
費
を
負
担

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
た
だ

し
、
労
働
者
の
責
め
に
帰
す
べ
き

事
由
に
基
づ
い
て
解
雇
さ
れ
、
使

用
者
が
そ
の
事
由
に
つ
い
て
行
政

官
庁
の
認
定
を
受
け
た
と
き
は
、

こ
の
限
り
で
は
あ
り
ま
せ
ん
（
同

法
64
条
）。

⑥　

使
用
禁
止

　
　

原
則
と
し
て
、
満
15
歳
に
達
し

た
日
以
後
の
最
初
の
３
月
31
日
が

終
了
す
る
ま
で
の
児
童
（
中
学
生

以
下
）
を
使
用
す
る
こ
と
は
で
き

ま
せ
ん（
同
法
56
条
）。

　
　

例
外
と
し
て
使
用
で
き
る
の
は
、

次
の
場
合
で
す
。

・　

満
13
歳
以
上
の
児
童
に
つ
い

て
は
、
非
工
業
的
業
種
に
限
ら

れ
、
使
用
す
る
場
合
は
次
の
条

件
を
満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

a　

健
康
・
福
祉
に
有
害
で
な

い
b　

労
働
が
軽
易
で
あ
る

c　

修
学
時
間
外
に
使
用

d　

所
轄
労
働
基
準
監
督
署
長

の
許
可
を
得
る

・　

満
13
歳
未
満
の
児
童
の
労
働

は
、
映
画
の
製
作
又
は
演
劇
の

事
業
に
限
ら
れ
、
前
記
a
か
ら

d
を
満
た
し
た
上
で
使
用
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。



6 月号─4

　健康保険制度においては、次のいずれに
も該当するときに、「業務上」の疾病、負
傷または死亡に対して、保険給付が行われ
ることがあります。
①　被保険者の数が5人未満である適用事
業所

②　①に使用される法人の代表者や役員で
あって、一般の従業員が従事する業務と
同一である業務を遂行している

　ただし、次の事項に注意を要します。
１　傷病手当金は支給されない
　法人の代表者等は、一般的には事業経営
につき責任を負い、自らの報酬を決定すべ
き立場にあり、業務上の傷病について報酬
の減額等を受けるべき立場にないとの考え
方から、法人の代表者等が業務遂行上の過
程において業務に起因して生じた傷病につ
いては、健康保険の保険給付のうち「傷病

手当金」を支給しないこととされています。
２　労災保険との関係
　法人の代表者等のうち、労働者災害補償
保険法に特別加入をしている者や労働基準
法上の労働者に該当する者（兼務役員など）
であって、当該傷病に関して労災保険の保
険給付を受けられる者には、健康保険の保
険給付は行われません。
　なお、副業として行う請負業務、インタ
ーンシップまたはシルバー人材センターの
会員等が業務を行っているときに負傷した
場合も、健康保険から保険給付が行われる
ことがあります。
　これらの者は労災保険給付が支給されず、
業務上の傷病のため健康保険給付も支給さ
れないことが生じていたため、これを解消
するために平成25年10月以降は、業務上
の傷病に対しても労災保険から保険給付を
受けられないときには、健康保険から保険
給付を行うこととされています。

業務上傷病に対する 
健康保険の給付

　新型コロナウイルス感染症拡大による影
響を受けた労働者派遣事業と職業紹介事業
が次の①から③を満たす場合、許可の有効
期間更新における財産的基礎要件の確認方
法の特例が設けられており、特例の対象期
間が令和5年3月末まで延長されています。
①　最近の事業年度における決算書等また
は最近の事業年度終了後の月次決算や中
間決算等では財産的基礎要件が満たせな
いこと
②　許可有効期間更新申請書の提出期限
が、令和2年10月末日から令和5年3
月末日までの間であること
③　許可有効期間更新申請書の添付書類と
して提出する最近の事業年度における決
算書等について、その最近の事業年度ま
たは所得税の確定申告の対象となる期間
に令和2年1月24日以降の日付が含ま
れること

派遣・職業紹介事業者 
財産的基礎要件の特例延長

　

令
和
４
年
４
月
１
日
よ
り
空
気
調

和
設
備
（
空
調
設
備
）
等
に
よ
る
調

整
は
、
次
の
範
囲
と
な
る
よ
う
努
め

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
ま
し
た
。

・
室
温　

18
度
以
上
28
度
以
下

・
湿
度　

40
％
以
上
70
％
以
下

　

改
正
点
は
室
内
温
度
の
低
温
側
の

基
準
で
あ
り
、
17
度
か
ら
18
度
に
引

き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
は
、
世
界
保
健
機
関
（
W
H

O
）
が
、
冬
季
の
高
齢
者
に
お
け
る

血
圧
上
昇
に
対
す
る
影
響
等
を
考
慮

し
て
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
お
い
て
、

室
内
温
度
の
基
準
18
度
以
上
を
勧
告

し
た
こ
と
な
ど
を
踏
ま
え
た
も
の
で

す
。

　

な
お
、
空
調
設
備
を
設
け
て
い
る

場
合
以
外
で
あ
っ
て
も
、
冷
暖
房
器

具
を
使
用
す
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
室

温
は
18
度
以
上
28
度
以
下
が
望
ま
し

い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

室
温
・
湿
度
の
調
整
〔
労
働
安
全
衛
生
法
〕


